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貸 借 対 照 表

平成22年12月31日　現在

フォーイー・インスチチュート株式会社 （単位：    円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

【流動資産】      17,906,438 【流動負債】       5,514,150

現 金 及 び 預 金       5,745,239 買 掛 金       2,034,782

売 掛 金      11,171,261 未 払 金       1,641,839

前 渡 金         551,829 未 払 法 人 税 等         179,939

立 替 金         438,109 未 払 消 費 税 等       1,341,200

【固定資産】       2,942,463 預 り 金         316,390

【有形固定資産】         619,529 負 債 の 部 合 計       5,514,150

工 具 器 具 備 品         472,956 純 資 産 の 部

一 括 償 却 資 産         146,573 【株主資本】      15,680,971

【無形固定資産】       1,606,334 資 本 金      17,000,000

営 業 権         756,000 利 益 剰 余 金     △1,319,029

ソ フ ト ウ ェ ア         850,334 そ の 他 利 益 剰 余 金     △1,319,029

【投資その他の資産】         716,600 繰 越 利 益 剰 余 金     △1,319,029

敷 　 金         440,000

差 入 保 証 金         276,600

【繰延資産】         346,220

創 立 費         346,220 純 資 産 の 部 合 計      15,680,971

資 産 の 部 合 計      21,195,121 負 債 及 び 純 資 産 合 計      21,195,121



損 益 計 算 書

自　平成22年 1月 1日
至　平成22年12月31日

フォーイー・インスチチュート株式会社 （単位：    円）

科　　　　目 金　　　　額

【売上高】

売 上 高      57,636,498

売 上 高 合 計      57,636,498

【売上原価】

当 期 商 品 仕 入 高      12,829,775

外 注 費       3,149,282

合 　 計      15,979,057

売 上 原 価      15,979,057

売 上 総 利 益      41,657,441

【販売費及び一般管理費】

販売費及び一般管理費合計      45,574,084

営 業 利 益     △3,916,643

【営業外収益】

受 取 利 息           1,241

雑 収 入       3,576,442

営 業 外 収 益 合 計       3,577,683

経 常 利 益       △338,960

税 引 前 当 期 純 利 益       △338,960

法人税･住民税及び事業税         180,000

当 期 純 利 益       △518,960



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　（３）固定資産の減価償却の方法
   　　 有形固定資産 法人税法による定率法
   　　 無形固定資産 法人税法による定額法
　（４）引当金の計上方法

貸倒引当金

賞与引当金

退職給付引当金

　（５）収益は引渡基準により費用は発生主義による

　（６）リ－ス取引の処理方法

　（７）消費税の会計処理
　　　　消費税の会計処理は、税抜方式 によっています。

２．貸借対照表に関する注記

　（１）有形固定資産の減価償却累計額 1,925,374 円である

３．株主資本等変動計算書に関する注記

　（１）事業年度末日における発行済み株式数は 1,700 株である

　（２）事業年度末日における 自己株式数は 0 株である

　（３）事業年度中に行った剰余金の配当は１株当たり 0 円である

　（４）事業年度末日後に行う剰余金の配当は１株当たり 0 円である

　（５）事業年度末日における会社が発行している新株予
　　　　約権の目的となる当該会社の株式数は 0 株である

個別注記表　　　　


